
 

 

秋田県がん診療連携協議会がん患者相談部会 

秋田県がん対策室 

秋田県がん患者等就労 
実態調査結果について 
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調査の概要 
 目的 

 がんに罹患した方やご家族の就労支援のため、がんに
罹患した方等の就労実態やニーズ、企業及び医療機関に
おける課題を把握する。 

 対象 

 がんに罹患した方及びご家族 

 県内に事業所を有する企業等（常時雇用者５人以上） 

 がん拠点病院等においてがん診療に携わる医師  

 回答数 

 患者調査  ５２５人 

 家族調査  １９５人 

 医師調査  ２９３人 

 企業調査  ２６０事業所（※配布数５００事業所） 
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調査の概要 
 調査協力 

  

 

 

 

 

 

 

 

 倫理的配慮について 

 回答者の個人情報や自由意志への配慮のため、無記
名・自記式で行い、調査票に「結果を回答者が特定され
ない形で公表すること」を明記の上、協力を依頼した。 

県がん診療連携拠点病院 秋田大学医学部附属病院 

地域がん診療連携拠点病院 

大館市立総合病院 

秋田厚生医療センター 

秋田赤十字病院 

大曲厚生医療センター 

平鹿総合病院 

地域がん診療病院 

能代厚生医療センター 

由利組合総合病院 

雄勝中央病院 

がん診療連携推進病院 
市立秋田総合病院 

中通総合病院 
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Ⅰ 患者調査 
【調査項目】 
・年齢、性別、扶養家族の有無 

・がんの種類、進行度、治療期間、治  

 療内容 

・診断時の雇用形態、勤務先の従業員 

 数、業種   

・職場における支援制度、相談できる 

 部門・スタッフの有無 

・がんであることの職場への報告の有  

 無及び報告先 

・就労状況の変化、治療と仕事の両立 

 において困難であったこと 

・就労継続（新規就労含む）の希望の  

 有無及びその理由 

・がんの診断前後の世帯収入の変化 

・がん罹患と就労に関する意識について 

  

 など２１項目 
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患者さんの属性 

5; 1% 
15; 3% 

97; 18% 

161; 31% 
177; 34% 

58; 
11% 

10; 2% 

2; 0% 

年齢（ｎ＝５２５） 

２９歳以下 

３０歳～３９歳 

４０歳～４９歳 

５０歳～５９歳 

６０歳～６９歳 

７０歳～７９歳 

８０歳以上 

不詳 

６０歳代が１７７人（３４％）で最も多く、５０歳代１６１人（３１％）、４０   
歳代９７人（１８％）、７０歳代５８人（１１％）の順であった。 
３０～５９歳までの働く世代が５２％と半数を占め、６０歳代を加えると８６％と
なった。 
男女比は男性４５％、女性５５％で女性の回答が多かった。 

234, 
45% 291, 

55% 

性別（ｎ＝５２５） 

男性 女性 
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患者さんの属性 

251; 
48% 263; 

50% 

11; 2% 

扶養親族の有無（ｎ＝５２５） 

いる いない 無効・無回答 

ほぼ半数の２５１人（４８％）が扶養親族がいると回答した。 
約４割の方が複数の扶養親族がいると回答した。 
２人の６４人（２６％）、３人の２３人（９％）、４人及び５人以上（２％）の順
で多かった。 

134; 
53% 

64; 26% 

23; 9% 

6; 2% 

5; 2% 19; 8% 

扶養親族数（ｎ＝２５１） 

１人 ２人 

３人 ４人 

５人以上 無効・未回答 

6 



患者さんの属性 

53 
75 

8 
38 

48 
137 

43 
26 
23 

6 
11 
17 

26 
83 

胃 

大腸 

食道 

肝臓 

肺 

乳房 

子宮 

卵巣 

前立腺 

膀胱 

腎臓 

白血病 

悪性リンパ腫 

その他 

0 50 100 150

診断時のがんの種類 

（ｎ＝５９４：複数回答） 

診断時のがんの種類は、「乳がん」１３７人、「大腸がん」７５人、「胃がん」 
５３人、「肺がん」４８人、「子宮がん」４３人、「肝臓がん」３８人の順で多
かった。診断時の病気の進行度は、「進行期」が２１９人（４２％）、「早期」が
１９０人（３６％）の順であった。９３人（１８％）の方が自分の進行度がわから
ないと回答した。 

190; 
36% 

219; 
42% 

93; 18% 

23; 4% 

診断時の病気の進行度 

（ｎ＝５２５） 

早期 進行期 

わからない 無効・未回答 
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患者さんの属性 

182; 
35% 

105; 
20% 

65; 12% 

41; 8% 

29; 5% 

56; 
11% 

31; 6% 16; 3% 

診断～現在までの期間 

（ｎ＝５２５） 

１年未満 

２年未満 

３年未満 

４年未満 

５年未満 

５年以上 

１０年以上 

無効・未回答 

診断から現在までの期間は、「１年未満」が１８2人（３５％）で最も多く、治療
期間が長くなるにつれて逓減した。一方で、８７人（１７％）が５年以上の長期治
療を行っていた。 
１４９人（２８％）が再発・転移していた。 

149; 
28% 

334; 
64% 

42; 8% 

再発・転移の有無 

（ｎ＝５２５） 

あり なし 無効・未回答 
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患者さんの属性 

452 

264 

153 

15 

入院治療した 

通院治療した 

治療後経過観察のため

通院した 

まだ治療していない 

0 200 400 600

治療のための入通院の状況 

（ｎ＝８８４：複数回答） 

４５２人が「入院治療した」と、６４人が「通院治療した」と回答した。 
これまで受けた治療は、「手術」が３８１人と最も多く、「化学療法（点滴）」 
３１０人、「抗がん剤治療（内服）」１６９人、「放射線療法」１４４人の順で
あった。 

381 

169 

310 

144 

88 

17 

9 

手術 

化学療法（抗がん剤の内服） 

化学療法（抗がん剤の点滴） 

放射線療法 

ホルモン療法 

その他 

まだ治療していない 

0 200 400 600

これまで受けた治療 

（ｎ＝１１１８：複数回答） 
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患者さんの属性 

261; 50% 

217; 41% 

33; 6% 14; 3% 

現在の活動状況（ｎ＝５２５） 

全く問題なく活動できる。発症前と同

じ日常生活が制限なく行える。 

肉体的に激しい行動は制限されるが、

歩行可能で軽作業や座っての作業は行

うことができる 

歩行可能で、自分の身のまわりのこと

は全て可能だが、作業はできない。日

中の５０％以上は、ベッド外で過ご

す。 

無効・未回答 

半数が「問題なく活動できる」と回答した。２５０人（４７％）の方がなんらかの
行動制限があると回答した。 
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患者さんの就労状況 

174 
38 

75 
4 

19 
25 
27 
32 

42 
63 

6 
20 

正社員 

契約・臨時社員 

パート・アルバイト 

派遣社員 

公務員 

会社経営・役員 

自営業（農林漁業） 

自営業（農林漁業以外） 

専業主婦（主夫） 

無職 

その他 

無効・未回答 

0 50 100 150 200

診断時の雇用状況（ｎ＝５２５） 

「正社員」が１７４人（３３％）で最も多く、「パート・アルバイト」７５人 
（１４％）、「無職」６３人（１２％）の順であった。 
自営業も加えた就業者数は３９４人で全体の７５％を占めた。 
従業員が５０人未満の事業所が全体の５５％を占めた。 

23% 

32% 

11% 

17% 

17% 

診断時の職場の従業員数 

（ｎ＝５２５） 

１０人未満 

１０人～５０人未満 

５０人～１００人未満 

１００人～５００人未満 

５００人以上 
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患者さんの就労状況 

39 
88 

62 
25 

33 
6 

4 
26 

13 
12 
11 

16 

管理的業務 

専門的・技術的業務 

事務的業務 

販売業務 

サービス業務 

保安業務 

農林漁業の業務 

生産工程業務 

輸送・機械運転の業務 

建設・採掘業務 

運搬・清掃・放送等の業務 

無効・未回答 

0 20 40 60 80 100

診断時の主な業務内容（ｎ＝３３５） 

「専門的・技術的業務」が最も多く８８人、次いで「事務的業務」６２人、「管理
的業務」３９人、「サービス業務」３３人、「生産工程業務」２６人、「販売業
務」２５人の順であった。 
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患者さんの就労状況 

31 

24 

33 

49 

11 

145 

3 

9 

22 

22 

11 

10 

24 

27 

3 

113 

3 

4 

0 

14 

１日の所定時間を短縮する制度 

週又は月の所定労働時間を短縮する制度 

半日単位の休暇制度 

時間単位の休暇制度 

フレックスタイム制度 

治療目的の休暇・休業制度 

在宅勤務制度 

裁量労働制度 

介護休暇 

その他 

0 20 40 60 80 100 120 140 160

柔軟な働き方を支援する制度及び利用状況（ｎ＝３４９：複数回答） 

支援制度 利用状況 

設けている制度は、「治療目的の休暇・休業制度」が最も多く、「時間単位の休暇
制度」、「半日単位の休暇制度」、「１日の所定時間を短縮する制度」と続いた。
利用状況も概ね同様の傾向であった。 
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患者さんの就労状況 

19 

12 

8 

9 

9 

15 

50 

58 

154 

専属の産業医 

嘱託の産業医 

産業保健師 

産業看護師 

社会保険労務士 

福利厚生部門担当者 

人事労務管理者 

その他 

相談できるスタッフはいない 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

治療と仕事の両立について相談できる部門・スタッフ 

（ｎ＝３３４：複数回答） 

「いない」が最も多く１５４人であった。 
「産業医」や「産業保健師」、「社会保険労務士」などの医療や仕事の専門人材に
相談できると回答したのはいずれも２０人未満であった。 
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患者さんの就労状況 

267 

141 

58 

4 

10 

19 

所属長・上司 

同僚 

人事労務担当 

産業医 

産業保健師 

その他 

0 100 200 300

報告・相談先（ｎ＝４９９：複数回答） 

６０％の方が「がんであることを職場に報告した」と回答した。 
報告・相談先は、「所属長・上司」２６７人、「同僚」１４１人が多く、「人事労
務担当者」や「産業医」等へ相談する例は少なかった。 

316; 
60% 

28; 5% 

181; 
35% 

がんであることを職場に報告したか 

（ｎ＝５２５） 

相談・報告した 相談・報告しなかった 無効・未回答 
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患者さんの就労状況 

24 

3 

11 

29 

82 

2 

103 

配置転換した 

正職員からパートになった 

解雇された 

依願退職した 

柔軟な働き方を支援する制度

を利用 

役職が下がった 

その他 

0 50 100 150

報告・相談による就労状況の変化

（ｎ＝２５４：複数回答） 

８２人が「柔軟な働き方を支援する制度を利用した」と回答した。２９人が「依願
退職した」、１１人が「解雇された」と回答した。 
就労状況の変化については、１６９人（８２％）が希望したと回答した。 
職場に迷惑をかけられないとの心情が背景にあると考えられる。 

169; 
82% 

37; 18% 

就労状況の変化は希望したものか

（ｎ＝２０６） 

はい いいえ 
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患者さんの就労状況 

4 

1 

9 

14 

17 

4 

解雇される心配があったから 

希望しない配置転換をされる心

配があったから 

偏見を持たれたくなかったから 

報告・相談の必要はないと思っ

たから 

周囲に心配をかけたくなかった

から 

その他 

0 5 10 15 20

報告・相談しなかった理由 

（ｎ＝４９：複数回答） 

がんであることを職場に報告しなかった２８人のうち、１７人が「周囲に心配をか
けたくなかったから」と回答した。１４人が「報告・相談の必要はないと思ったか
ら」、９人が「偏見を持たれなくなかったから」と回答した。 

60% 

5% 

35% 

がんであることを職場に報告したか 

（ｎ＝５２５）再掲 

相談・報告した 相談・報告しなかった 無効・未回答 
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患者さんの就労状況 

174 
38 

75 
4 

19 
25 
27 
32 
42 

63 
6 

20 

正社員 

契約・臨時社員 

パート・アルバイト 

派遣社員 

公務員 

会社経営・役員 

自営業（農林漁業） 

自営業（農林漁業以外） 

専業主婦（主夫） 

無職 

その他 

無効・未回答 

0 50 100 150 200

診断時の雇用状況（ｎ＝５２５） 

自営業の方のうち、２３人が「仕事を縮小して継続している」と回答した。６人が
「現在休業している」、７人が「廃業した」と、多くの方が仕事への影響があった
と回答した。 

6 

23 

2 

7 

3 

26 

1 

現在休業している 

仕事を縮小して継続している 

代替わりした 

廃業した 

診断時とは異なる仕事をして

いる 

変化はない 

その他 

0 10 20 30

自営業の状況（ｎ＝６８：複数回答） 
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患者さんの就労状況 

136 
123 

11 
28 

42 
145 

164 
54 

39 
106 

体調や後遺症に応じた仕事内容の調整が難しい 

体調や治療に応じた勤務時間・日数の調整が難しい 

病院の医師や看護師等に仕事のことについて相談しづらい 

治療と仕事の両立について、どこに相談すべきかわからない 

病気や治療について職場に言いづらい雰囲気がある 

収入が減る 

治療費が高い 

治療費の見通しが立たない 

その他 

困難はなかった 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

治療と仕事や生活を両立する上で困難であったこと 

（ｎ＝８４８：複数回答） 

「治療費が高い」が１６４人で最も多く、以下、「収入が減る」が１４５人、「体   
調や後遺症に応じた仕事内容の調整が難しい」が１３６人、「体調や治療に応じた   
勤務時間・日数の調整が難しい」が１２３人と続いた。 
一方、１０６人が「困難はなかった」と回答した。 
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患者さんの就労状況 

2, 0% 

242, 46% 

231, 44% 

50, 
10% 

がんの診断前後での世帯全体の収入の変化 

（ｎ＝５２５） 

増えた 減った 変化なし 無効・未回答 

２４２人（４６％）が「減った」と回答した。 
２３１人（４４％）が「変化なし」と回答した。 
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患者さんの就労状況 

228 

123 

114 

54 

25 

家庭の生計を維持するため 

働くことが生きがい 

がんの治療代を賄うため 

職場から仕事を続けてほしい

といわれている 

その他 

0 100 200 300

続けたい（したい）理由 

（ｎ＝５４４：複数回答） 

３２８人（６２％）が「仕事を続けたい（したい）」と回答した。 
続けたい理由は、「生計維持のため」が２２８人、「がんの治療代を賄うため」が
１１４人と多かった。 
一方で、「働くことが生きがい」が１２３人、「職場から仕事を続けてほしいとい
われた」が５４人あった。 

328; 
62% 

78; 15% 

119; 
23% 

今後仕事を続けたい（したい）か

（ｎ＝５２５） 

続けたい（したい） 続けたくない（したくない） 

無効・未回答 
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患者さんの就労状況 

35 

30 

20 

43 

9 

15 

治療に専念したい 

仕事を引退する年齢で

ある 

職場でストレスを感じ

ている 

体力的につらい 

家族が望んでいる 

その他 

0 50

続けたくない（したくない）理由

（ｎ＝１５２：複数回答） 

７８人（１５％）が「仕事を続けたくない（したくない）」と回答した。 
続けたくない理由は、「体力的につらい」が４３人、「治療に専念したい」が３５
人、「仕事を引退する年齢である」が３０人、「職場でストレスを感じている」が
２０人と続いた。 

62% 
15% 

23% 

今後仕事を続けたい（したい）か

（ｎ＝５２５） 

続けたい（したい） 続けたくない（したくない） 

無効・未回答 
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患者さんの就労に関する意識 

39; 7% 

103, 20% 

148, 28% 84, 16% 

57, 11% 

94, 18% 

いまの社会はがんの治療や検査のために２週間に１回程度病院に

通う必要がある場合、働き続けられる環境にあると思うか 

（ｎ＝５２５） 

そう思う 

どちらかといえばそう思う 

どちらかといえばそう思わない 

そう思わない 

わからない 

無効・未回答 

３９人（７％）が「そう思う」と回答した。「どちらかといえばそう思う」と合わ
せると２７％の方が働き続けられる環境にあると回答した。 
８４人（１６％）が「そう思わない」と回答した、「どちらかと言えばそう思わな
い」と合わせると４４％の方が働き続けられる環境にないと回答した。 
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患者さんの就労に関する意識 

134 

74 

59 

113 

125 

108 

14 

代わりに仕事をする人がいない、または頼みにくいから 

職場が仕事を休むことを許してくれるかどうかわからないから 

休むと職場での評価は下がってしまうから 

休むと収入が減ってしまうから 

がんの治療・検査と仕事の両立が体力的に困難だから 

がんの治療・検査と仕事の両立が精神的に困難だから 

その他 

0 20 40 60 80 100 120 140 160

働き続けることを難しくさせている最も大きな理由は 

何だと思うか（ｎ＝６２７：複数回答） 

「代わりに仕事をする人がいない、頼みにくい」が１３４人で最も多く、「仕事   
と治療の両立が体力的に困難」が１２５人、「休むと収入が減ってしまう」が 
１１３人、「治療と仕事の両立が精神的に困難」が１０８人、「職場が仕事を休む
ことを許してくれるかどうかわからない」が７４人と続いた。 
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Ⅱ 家族調査 
【調査項目】 

・年齢、性別、扶養家族の有無 

・家族の診断時の雇用形態  

・職場における支援制度 

・就労状況の変化 

・がんの診断前後の世帯収入の変化 

・がんに罹患した家族の就労への希望 

・がん罹患と就労に関する意識につい  

 て 

  

 など１２項目 
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ご家族の属性 

6; 3% 

22; 
11% 

22; 11% 

54; 28% 
62; 32% 

22; 
11% 

3; 2% 4; 2% 

年齢（ｎ＝１９５） 

２９歳以下 

３０歳～３９歳 

４０歳～４９歳 

５０歳～５９歳 

６０歳～６９歳 

７０歳～７９歳 

８０歳以上 

不詳 

６０歳代が６２人（３２％）で最も多く、５０歳代５４人（２８％）の順で多く、
患者と同様の傾向であった。 
３０～５９歳までの働く世代が５０％と半数を占め、６０歳代を加えると８２％と
なった。 
男女比は男性４１％、女性５６％で女性の回答が多かった。 

80; 41% 

110; 
56% 

5; 3% 

性別（ｎ＝１９５） 

男性 女性 無効・未回答 
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ご家族の属性 

81; 42% 

104; 
53% 

10; 5% 

扶養親族の有無（ｎ＝１９５） 

いる いない 無効・無回答 

８１人（４２％）が扶養親族がいると回答した。 
４割強の方が複数の扶養親族がいると回答した。 
２人の２５人（３１％）、３人の７人（９％）、５人以上（４％）の順で多かっ
た。 

41; 50% 25; 31% 

7; 9% 

2; 2% 

3; 4% 3; 4% 

扶養親族数（ｎ＝８１） 

１人 ２人 

３人 ４人 

５人以上 無効・未回答 
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ご家族の属性 

118; 60% 
46; 24% 

15; 8% 

9; 5% 7; 3% 

患者さんからみての立場（ｎ＝１９５） 

配偶者 子または子の配偶者 親 その他 無効・未回答 

１１８人（６０％）が「配偶者」であった。４６人（２４％）が「子または子の配
偶者」であった。 

28 



ご家族の就労状況 

64 
12 

19 
0 

8 
5 

16 
8 

22 
37 

0 
4 

正社員 

契約・臨時社員 

パート・アルバイト 

派遣社員 

公務員 

会社経営・役員 

自営業（農林漁業） 

自営業（農林漁業以外） 

専業主婦（主夫） 

無職 

その他 

無効・未回答 

0 20 40 60 80

診断時の雇用状況（ｎ＝１９５） 

「正社員」が６４人で最も多く、「無職」３７人、「専業主婦（主夫）」２２人、
「パート・アルバイト」１９人、「自営業（農林漁業）」１６人の順であった。 
自営業も加えた就業者数は１３２人で全体の６８％を占めた。 
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ご家族の就労状況 

12 

9 

26 

26 

8 

5 

5 

36 

14 

3 

3 

10 

11 

2 

1 

2 

4 

9 

１日の所定時間を短縮する制度 

週又は月の所定労働時間を短縮する制度 

半日単位の休暇制度 

時間単位の休暇制度 

フレックスタイム制度 

在宅勤務制度 

裁量労働制度 

介護休暇 

その他 

0 5 10 15 20 25 30 35 40

柔軟な働き方を支援する制度及び利用状況（ｎ＝１４１：複数回答） 

支援制度 利用状況 

設けている制度は、「介護休暇」が３６人で最も多く、「時間単位の休暇制度」及
び「半日単位の休暇制度」２６人、「１日の所定時間を短縮する制度」１２人と続
いた。制度はあるものの、全般的に利用は少なかった。 
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ご家族の就労状況 

12 
36 

8 
13 
12 

6 
1 
2 
4 

90 

サポートのため休職・休業した 

サポートのために有給休暇を取得した 

サポートのために仕事を辞めた 

サポートのために勤務時間を変えた 

サポートのために就業形態を変えた 

収入確保のために仕事を始めた 

収入確保のために勤務時間を増やした 

収入確保のために違う仕事に就いた 

その他 

変化はなかった 

0 20 40 60 80 100

がんの診断前後における就労状況の変化 

（ｎ＝１８４：複数回答） 

サポートのために「有給休暇を取得した」が３６人、「勤務時間を変えた」が１３
人、「休職・休業した」が１２人、「就業形態を変えた」が１２人であった。 
９０人が「変化はなかった」と回答した。 
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ご家族の就労状況 

4, 2% 

80, 41% 

104, 53% 

7, 4% 

がんの診断前後での世帯全体の収入の変化 

（ｎ＝１９５） 

増えた 減った 変化なし 無効・未回答 

８０人（４１％）が「減った」と回答した。 
１０４人（５３％）が「変化なし」と回答した。 
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ご家族の就労に関する意識 

60, 31% 

72, 37% 

44, 
22% 

19, 10% 

がんで罹患した家族に仕事をし

てほしいか（ｎ＝１９５） 

どちらかといえば仕事をしてほしい 

どちらかといえば仕事をしてほしくない 

わからない 

無効・未回答 

６０人（３１％）が「どちらかといえば仕事をしてほしい」と回答した。 
経済的理由や生きがい・社会参加のためとする理由が多くみられた。 
７２人（３７％）が「どちらかといえば仕事をしてほしくない」と回答した。 
体力的・精神的に無理してほしくない、好きなことをさせたいなどの理由が多かっ
た。 

【仕事をしてほしい理由】 
○経済的理由           ２１人 
○生きがいや社会参加のため    １４人 
○今までと同じ生活をしてもらいたい ３人      
○本人の希望            ２人 
○退職する年齢でない        １人 
○家業維持のため          １人 

【仕事をしてほしくない理由】 
○体力的精神的に無理してほしくない ２４人          
○好きなことをさせたい・ゆっくりさせたい 
                  ５人 
○治療のため            ４人 
○高齢のため                                    １人 
○周りの迷惑がかかるため      １人 
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ご家族の就労に関する意識 

6; 3% 

22; 
11% 

63; 33% 
63; 32% 

29; 15% 

12; 6% 

いまの社会はがんの治療や検査のために２週間に１回程度病院に

通う必要がある場合、働き続けられる環境にあると思うか 

（ｎ＝１９５） 

そう思う 

どちらかといえばそう思う 

どちらかといえばそう思わない 

そう思わない 

わからない 

無効・未回答 

６人（３％）が「そう思う」と回答した。「どちらかといえばそう思う」と合わせ
ると１４％の方が働き続けられる環境にあると回答した。 
６３人（３２％）が「そう思わない」と回答した、「どちらかと言えばそう思わな
い」と合わせると６５％の方が働き続けられる環境にないと回答した。 
患者さんと比較して働き続けられる環境にないと回答する傾向が高かった。 

34 



（参考）内閣府世論調査との比較 

10.4 

3 

7 

18.5 

11 

20 

38.2 

33 

28 

27.5 

32 

16 

5.4 

15 

11 

6 

18 

内閣府世論調査 

本調査（家族） 

本調査（患者） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う 

どちらかといえばそう思わない そう思わない 

わからない 無効・未回答 

35 



ご家族の就労に関する意識 

58 

74 

15 

61 

91 

80 

6 

代わりに仕事をする人がいない、または頼みにくいから 

職場が仕事を休むことを許してくれるかどうかわからないから 

休むと職場での評価は下がってしまうから 

休むと収入が減ってしまうから 

がんの治療・検査と仕事の両立が体力的に困難だから 

がんの治療・検査と仕事の両立が精神的に困難だから 

その他 

0 20 40 60 80 100

働き続けることを難しくさせている最も大きな理由は 

何だと思うか（ｎ＝３８５：複数回答） 

「両立が体力的に困難」が９１人で最も多く、「両立が精神的に困難」が８０人、
「職場が仕事を休むことを許してくれるかどうかわからない」が７４人、「休むと
収入が減ってしまう」が６１人、「代わりに仕事をする人がいない、頼みにくい」
５８人と続いた。 
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（参考）内閣府世論調査との比較 

22.6 

21 

15 

22.2 

12 

19 

8.8 

10 

4 

13.1 

18 

16 

17.9 

20 

24 

13.2 

17 

21 

2.3 

2 

1 

内閣府世論調査 

本調査（家族） 

本調査（患者） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

代わりに仕事をする人がいない、または頼みにくいから 

職場が仕事を休むことを許してくれるかどうかわからないから 

休むと職場での評価は下がってしまうから 

休むと収入が減ってしまうから 

がんの治療・検査と仕事の両立が体力的に困難だから 

がんの治療・検査と仕事の両立が精神的に困難だから 

その他 
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Ⅲ 医師調査 
【調査項目】 

・診療科、年齢、経験年数 

・月間診療がん患者数 

・院内でがん患者の経済的な相談を行  

 う部門・スタッフ 

・がん患者からの経済的相談の有無 

・病院スタッフとの連携、連携先 

・患者の勤務先との面談の有無 

・がん患者の治療と就労の両立に対す 

 る方針・考え 

  

 など７項目 
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就労に関する考え・取組 

9 
2 
1 
1 
1 
0 

90 
5 

127 
11 

4 
42 

同じ診療科の医師 

同じ診療科の外来看護師 

同じ診療科の病棟看護師 

がん看護専門看護師 

がん看護に関連する認定看護師 

薬剤師 

社会福祉士（ＭＳＷ） 

緩和ケアチーム 

がん相談支援センター 

地域連携室 

その他 

無効回答 

0 50 100 150

病院内でがん患者の経済的なことについて相談や支援を行う場合、どの部

門・スタッフに紹介・連携するのが適切だと考えるか（ｎ＝２９３） 

「がん相談支援センター」が１２７人、「社会福祉士」が９０人と多かった。 
その他の部門・スタッフとする回答は少なかった。 
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就労に関する考え・取組 

48 

53 

した 

しなかった 

45 50 55

相談・連携の有無（ｎ＝１０１） 

１０１人（３４％）が「相談を受けたことがある」と回答した。 
そのうち、４８人が病院内の他部門・スタッフと連携したと回答した。 

101; 
34% 

189; 
65% 

3; 1% 

がん患者から治療と就労の両立に関

して相談を受けたことがあるか 

（ｎ＝２９３） 

ある 
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就労に関する考え・取組 

4 
0 
0 
0 
0 

2 
6 

1 
13 

2 
1 

19 

同じ診療科の医師 

同じ診療科の外来看護師 

同じ診療科の病棟看護師 

がん看護専門看護師 

がん看護に関連する認定看護師 

薬剤師 

社会福祉士（ＭＳＷ） 

緩和ケアチーム 

がん相談支援センター 

地域連携室 

その他 

無効回答 

0 5 10 15 20

相談･連携先（ｎ＝４８） 

４８人中、「がん相談支援センター」が１３人、「社会福祉士」が６人、「同じ診
療科の医師」が４人であった。 
その他の部門・スタッフとする回答は少なかった。 
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就労に関する考え・取組 

28 

2 

1 

2 

0 

6 

3 

11 

その場であなた自身が解決できたため 

患者自身で解決できると判断したため 

紹介先がわからなかったため 

患者に他部門への紹介を提案したが、希望がなかったため 

時間が経てば解決すると考えたため 

患者が他部門に紹介するほど困っていないと判断したため 

その他 

無効回答 

0 10 20 30

相談･連携しなかった理由（ｎ＝５３） 

相談・連携しなかったと回答した５３人中、「自身で解決できた」が２８人、「患
者が他部門に照会するほど困っていないと判断した」が６人であった。 
患者さんから就労や経済的な問題について相談された場合の窓口は知っていても、
実際に連携した例は少ない傾向であった。 
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就労に関する考え・取組 

１０人（１０％）が「面談したことがある」と回答した。 
９１人（９０％）は「面談したことがない」と回答した。 

10; 
10% 

91; 90% 

がん患者の治療と就労の両立に関して患者の勤務先 

の人と面談したことがあるか（ｎ＝１０１） 

ある ない 
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就労に関する考え・取組 

７４人が「いつもしている」と回答した。 
「しばしばしている」、「ときどきしている」を加えると、７０％が把握するよう
にしていると回答した。 

74 72 58 41 24 9 8 7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

がん診断～治療開始前に患者の就労について把握するようにして

いるか（ｎ＝２９３） 

いつもしている しばしばしている ときどきしている 

どちらともいえない あまりしない ほとんどしない 

全くしない 無効・未回答 
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就労に関する考え・取組 

１３人が「いつもしている」と回答した。「しばしばしている」、「ときどきして
いる」を加えると、２２％が情報提供していると回答した。 
「余りしない」､「ほとんどしない」、「全くしない」と、しないと回答した医師が
４９％と約半数を占めた。 

13 18 33 79 55 52 36 7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

がん診断～治療開始前に就労に関する相談窓口の情報を提供する

ようにしているか（ｎ＝２９３） 

いつもしている しばしばしている ときどきしている 

どちらともいえない あまりしない ほとんどしない 

全くしない 無効・未回答 
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就労に関する考え・取組 

２２人が「いつもしている」と回答した。「しばしばしている」、「ときどきして
いる」を加えると、２８％が勧めていると回答した。 
「あまりしない」、「ほとんどしない」、「全くしない」と回答した医師は３１％
であった。 

22 33 28 109 25 31 35 10 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

がん診断～治療開始前に「職場を退職しないこと」を勧めている

か（ｎ＝２９３） 

いつもしている しばしばしている ときどきしている 

どちらともいえない あまりしない ほとんどしない 

全くしない 無効・未回答 
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就労に関する考え・取組 

22 

13 

74 

33 

18 

72 

28 

33 

58 

がん診断～治療開始前に「職場を退職しないこ

と」を勧めている 

がん診断～治療開始前に就労に関する相談窓口の

情報を提供するようにしている 

がん診断～治療開始前に患者の就労について把握

するようにしている 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いつもしている しばしばしている ときどきしている 

どちらともいえない あまりしない ほとんどしない 

全くしない 無効・未回答 
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就労に関する考え・取組 

６１人が「いつもしている」と回答した。「しばしばしている」、「ときどきして
いる」を加えると、６９％が就労するよう勧めている。 
「あまりしない」、「ほとんどしない」、「全くしない」と回答した医師は８％と
少数であった。 

61 79 63 57 10 6 8 9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

治療を受けながらでも就労が可能であれば、できる 

範囲で就労するよう勧めているか（ｎ＝２９３） 

いつもしている しばしばしている ときどきしている 

どちらともいえない あまりしない ほとんどしない 

全くしない 無効・未回答 

48 



就労に関する考え・取組 

４６人が「いつもしている」と回答した。「しばしばしている」、「ときどきして
いる」を加えると、５９％が復職を念頭に入れて説明している。 
「あまりしない」、「ほとんどしない」、「全くしない」と回答した医師は１０％
と少数であった。 

46 68 60 80 14 5 11 9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

治療方法を選択する際に、就労継続あるいは復職を念頭に入れて

説明するようにしているか（ｎ＝２９３） 

いつもしている しばしばしている ときどきしている 

どちらともいえない あまりしない ほとんどしない 

全くしない 無効・未回答 

49 



就労に関する考え・取組 

４人が「いつもしている」と回答した。「しばしばしている」、「ときどきしてい
る」を加えると、７％が復職を念頭に入れて説明している。 
「あまりしない」、「ほとんどしない」、「全くしない」と回答した医師は６０％
であった。 

4 4 13 90 64 59 52 7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

治療が完全に終わるまでは、就労が可能であっても就労を控える

よう勧めている（ｎ＝２９３） 

いつもしている しばしばしている ときどきしている 

どちらともいえない あまりしない ほとんどしない 

全くしない 無効・未回答 
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就労に関する考え・取組 

4 

46 

61 

4 

68 

79 

13 

60 

63 

治療が完全に終わるまでは、就労が可能であって

も就労を控えるよう勧めている 

治療方法を選択する際に、就労継続あるいは復職

を念頭に入れて説明している 

治療を受けながらでも就労が可能であれば、でき

る範囲で就労するよう勧めている 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いつもしている しばしばしている ときどきしている 

どちらともいえない あまりしない ほとんどしない 

全くしない 無効・未回答 
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就労に関する考え・取組 

５１人が「非常にある」と回答した。「まあまあある」、「少しある」を加えると   
８２％の医師が関心があると回答した。 

51 131 57 35 12 2 1 4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

がん患者の治療と就労の両立についてどれくらい関心があるか

（ｎ＝２９３） 

非常にある まあまあある 少しある 

どちらともいえない あまりない ほとんどない 

全くない 無効・未回答 

52 



就労に関する考え・取組 

２１人が「非常にある」と回答した。「まあまあある」、「少しある」を加えると   
４４％の医師がよくすると回答した。 

21 55 54 128 16 10 5 4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

がん治療と就労の両立は治療成績をよくすると思うか 

（ｎ＝２９３） 

非常にある まあまあある 少しある 

どちらともいえない あまりない ほとんどない 

全くない 無効・未回答 

53 



就労に関する考え・取組 

８２人が「非常にある」と回答した。「まあまあある」、「少しある」を加えると   
８１％の医師がＱＯＬを向上させると回答した。 
「全くない」との回答はなく、「あまりない」、「ほとんどない」も極めて少数で
あった。 

82 113 42 47 4 1 0 4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

がん治療と就労の両立は患者やその家族のＱＯＬを向上させると

思うか（ｎ＝２９３） 

非常にある まあまあある 少しある 

どちらともいえない あまりない ほとんどない 

全くない 無効・未回答 
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就労に関する考え・取組 

82 

21 

51 

113 

55 

131 

42 

54 

57 

治療と就労の両立はＱＯＬを向上させる 

治療と就労の両立は治療成績をよくする 

治療と就労の両立について関心がある 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非常にある まあまあある 少しある 

どちらともいえない あまりない ほとんどない 

全くない 無効・未回答 
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Ⅳ 企業調査 
【調査項目】 

・業種、従業員数 

・がん検診の実施状況 

・がんと疑われた従業員の有無 

・がんに罹患した従業員・家族を支援 

 する制度 

・長期休暇者の復職方針 

・治療と仕事の両立のついて相談でき 

 るスタッフ 

・がんに罹患した従業員の有無 

・がんになった従業員の雇用管理等で  

 苦慮したこと 

・仕事と治療を両立が実現できる職場 

 づくりへの意識 など１３項目 
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企業の属性 

10 
0 
1 

49 
37 

2 
3 

9 
23 

3 
1 
3 

10 
6 

17 
42 

1 
23 

18 
2 

農業、林業 

漁業 

鉱業、採石業、砂利採取業 
建設業 

製造業 

電気、ガス、熱供給、水道業 

情報通信業 

運輸業、郵便業 

卸売業、小売業 

金融業、保険業 

不動産業、物品賃貸業 
学術研究、専門・技術サービス業 

宿泊業、飲食サービス業 

生活関連サービス業、娯楽業 

教育、学習支援業 
医療、福祉 

複合サービス業 

公務 

その他 

無効・未回答 

0 20 40 60
主たる業種（ｎ＝２６０） 

「建設業」が最も多く、次いで「医療福祉」、「製造業」、「卸売業・小売業」及
び「公務」の順であった。１３社が「５人未満」、５９社が「１０人未満」と回答
した。「５０人未満」以下の事業所は全体の７６％となった。 
秋田県の事業所の構成と異なることや、医療福祉からの回答が多いなど、結果とし
ては本来の傾向とズレが生じている可能性があることに留意が必要である。 

13; 5% 

59; 23% 

126; 
48% 

19; 7% 

34; 
13% 

9; 4% 

従業員数（正規＋非正規） 

（ｎ＝２６０） 

５人未満 １０人未満 ５０人未満 

１００人未満 １００人以上 無効・未回答 
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企業の取組 

法人単位あるいは協会けんぽ等と共同実施している事業所は、10人未満の事業所で
約55％で最も少なかったが、それ以外は70％以上が実施していた。また、300人
以上では、無回答を除くと８４％実施している状況であった。 
がん検診を実施している事業所の中で３１社（１７％）が、がん検診により「がん
と疑われた従業員がいた」と回答した。 

31; 
17% 

118; 
66% 

28; 
15% 3; 2% 

がん検診によりがんと疑われた従

業員の有無（ｎ＝１８０） 

いた 

いない 

わからない 

無効・未回答 

20.8 

25.5 

7.1 

31.6 

22.7 

25 

34.7 

48 

64.3 

47.4 

68.2 

58.3 

40.3 

24.5 

25 

15.8 

9.1 

8.3 

4.2 

2 

3.6 

5.3 

8.3 

～9人  

10～29人  

30～49人  

50～99人  

100～299人  

300人～  

％ 

がん検診を実施しているか（従業員数別）  

（Ｎ＝２６０）  

法人単位で実施 協会けんぽ等と共同実施 実施していない 無回答 
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企業の取組 

法人単位あるいは協会けんぽ等との共同実施をしていない事業所のうち、従業員が
検診を受けるために何らかの取り組みを行っている事業所は54.8%であった。 
何も講じていない事業所が従業員数に関係なく37事業所あり、これは全体の
14.2％に当たる。職場において検診を促す取り組みが必要である。 

6.9 

48.3 

27.6 

6.9 
0 

41.4 

0 3.1 

12.5 
4.2 4.2 

79.2 

14.3 

42.9 

28.6 

14.3 

0 

42.9 

0 

66.7 

0 0 0 

33.3 33.3 

0 0 

33.3 

0 

33.3 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

検
診
費
用
の
補
助 

自
治
体
で
実
施
し
て
い
る

が
ん
検
診
の
案
内
・
周
知 

勤
務
時
間
内
の
受
診
の
許

可 

が
ん
検
診
の
受
診
状
況
の

確
認 

そ
の
他 

特
に
何
も
し
て
い
な
い 

検診していない場合、がん検診のために実施している取り組み（％） 

～9人（n=29) 10～29人(n=24) 30～49人(n=7) 50～99人(n=3) 100人以上（n=3) 
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企業の取組 

21 

13 

26 

47 

5 

88 

2 

7 

82 

56 

１日の所定労働時間を短縮 

週又は月の所定労働時間を短縮 

半日単位の休暇制度 

時間単位の休暇制度 

フレックスタイム制度 

治療目的の休暇・休業制度 

在宅勤務制度 

裁量労働制度 

介護休暇制度 

その他 

0 20 40 60 80 100

がんに罹患した従業員、がんに罹患した家族を有する従業員の柔軟な働き方

を支援するため導入している制度（ｎ＝３４７：複数回答） 

「治療目的の休暇・休業制度」が８８社で最も多く、「介護休暇制度」８２社、
「時間単位の休暇制度」４７社、「半日単位の休暇制度」２６社、「１日の所定労
働時間を短縮」２１社の順であった。 
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企業の取組 

34 

15 

104 

12 

93 

試し出勤制度等で徐々に復帰さ

せる 

完全に治ってから復帰させる 

個別対応としている 

その他 

特に方針はない 

0 20 40 60 80 100 120

長期休暇者の復職方針（ｎ＝２５８：複数回答） 

「個別対応」が１０４社、「試し出勤制度等で徐々に復帰させる」が３４社、「完
全に治ってから復帰させる」が１５社であった。 
「特に方針はない」と回答した企業が９３社あった。 
「個別対応」がほとんどであり、従業員の病状・体力・治療に合わせた勤務を検討
する傾向がみられる。 

61 



企業の取組 

16 

28 

2 

2 

40 

6 

87 

27 

96 

専属の産業医 

嘱託の産業医 

産業保健師 

産業看護師 

社会保険労務士 

福利厚生部門 

人事担当 

その他 

いない 

0 50 100 150

仕事と治療の両立について相談できるス

タッフの有無（ｎ＝３０４：複数回答） 

８７社が「人事担当」と回答した。「社会保険労務士」４０社、「嘱託の産業医」
２８社、「専属の産業医」１６社の順であった。 
法人内に「いない」と回答した９６社のうち、８３社（８７％）は「連携していな
い」と回答し、他機関の活用はあまり図られていなかった。 

4; 4% 
4; 4% 

3; 3% 

83; 87% 

2; 2% 

法人内にいない場合の外部との連携 

（ｎ＝９６） 

地域産業保健セン

ター 

健康保険組合産業保

健スタッフ 

その他 

連携していない 

無効・未回答 
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企業の取組 

事業所規模が小さいほど、相談できる専門スタッフが不在である。そのような場合
であっても、上司や社長・同僚等が相談役となっていることが推測される。 

5.6 

0 

3.6 

0 

0 

8.3 

0 

3.1 

10.7 

15.8 

22.7 

41.7 

4.2 

4.1 

3.6 

26.3 

18.2 

25 

1.4 

0 

0 

0 

4.5 

0 

0 

1 

0 

0 

4.5 

0 

12.5 

17.3 

17.9 

15.8 

4.5 

8.3 

1.4 

2 

0 

0 

0 

25 

20.8 

24.5 

28.6 

47.4 

45.5 

16.7 

2.8 

1 

3.6 

5.3 

13.6 

8.3 

58.3 

46.9 

28.6 

21.1 

22.7 

0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～9人(n=72) 

10～29人(n=98) 

30～49人(n=28) 

50～99人(n=19) 

100～299人(n=22) 

300人～(n=12) 

治療と仕事の両立について相談できるスタッフ（従業員別） 

無回答 専属産業医 嘱託産業医 産業保健師 産業看護師 

社会保険労務士 福利厚生部門 人事 その他 不在 
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企業の取組 

外部のスタッフと連携しているかどうかは、事業所規模に限らない状況にある。 
連携の必要性がない状況もあるかと思うが、いざというときに連携が図られるよう
周知が必要である。 

2.4 

2.2 

25 

0 

0 

2.4 

2.2 

12.5 

0 

20 

4.8 

0 

0 

0 

0 

76.2 

80.4 

50 

75 

60 

14.3 

15.2 

12.5 

25 

20 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～9人(n=42) 

10～29人(n=46) 

30～49人(n=8) 

50～99人(n=4) 

100～299人(n=5) 

法人内にいない場合の外部との連携（従業員別） 

地域産業保健センター 健康保険組合の産業保健スタッフ その他 連携していない 無回答 
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企業の取組 

５９社（２３％）が「いた」と回答した。１４社（５％）は把握していなかった。 
従業員数が多いほど、がんに罹患する従業員がいる可能性が高いため、対応につい
て検討する必要がある。 

59; 23% 

180; 69% 

14; 5% 7; 3% 

過去３年間でがんに罹患した従業員はいたか（ｎ＝２６０） 

いた いない わからない 無効・未回答 
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企業の取組 

9.7 

17.3 

21.4 

31.6 

54.5 

66.7 

80.6 

76.5 

75 

57.9 

36.4 

25 

6.9 

4.1 

0 

10.5 

9.1 

8.3 

2.8 

2 

3.6 

0 

0 

0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～9人(n=72) 

10～29人(n=98) 

30～49人(n=28) 

50～99人(n=19) 

100～299人(n=22) 

300人～(n=12) 

過去３年間でがんに罹患した従業員はいたか（従業員別分布（％）） 

いた いない わからない 無回答 
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企業の取組 

46; 78% 

13; 22% 

過去３年間でがんの治療や療養のために

１ヶ月以上連続して休暇・休業した従業

員の有無（ｎ＝５９：複数回答） 

いた いない 

４６社（７８％）が「いた」と回答した。 
いたと回答した事業所のうち、６４％が「復職する場合が多い」と回答した。 
「復職することなく退職する場合が多い」と「復職後、退職する場合が多い」を合
わせると２２％となった。 

27; 64% 
5; 12% 

4; 10% 

6; 14% 

いた場合の復職状況 

（ｎ＝４２：複数回答） 

復職する場合が多い 

復職することなく退

職する場合が多い 

復職後、退職する場

合が多い 

その他 
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企業の取組 

２６社が「いた」と回答した。 
法人としての対応状況は、「病状や今後の見通しを報告するよう促している」２１
社、「他の従業員に対して、業務分担や処遇等について理解を促している」１６社 
「柔軟な働き方を支援するために導入している制度」１０社などであった。 

26; 48% 

20; 37% 

8; 15% 

過去３年間でがんの治療や検査のために

２週間に一度程度病院に通う必要があっ

た従業員の有無（ｎ＝５４） 

いた いない わからない 

10 

7 

2 

21 

16 

2 

柔軟な働き方を支援するため

に導入している制度 

２週間に一度休んでも重大な

支障がない部署への配置換… 

産業保健スタッフや労務担当

等に相談するよう促している 

病状や今後の見通しを報告す

るよう促している 

他の従業員に対して、業務分

担や処遇等について理解を… 

その他 

0 10 20 30

２週間に一度程度病院に通う必要がある

従業員への法人としての対応状況 

（ｎ＝５８：複数回答） 

68 



企業の意識 

23 
12 

10 
5 

7 
21 

8 
0 

14 
4 

2 
1 

16 

病気や治療に関する見通しがわからない 

復職可否の判断が難しい 

就業制限の必要性や期間の判断が難しい 

復職後の適正配置の判断が難しい 

病状の悪化や再発予防の対策がわからない 

代替職員の確保が難しい 

病状や治療に配慮した部署移動や業務内容の調整が困難 

病状や治療に配慮した業務分担や処遇について他の従業員の理解・協力を得ることが難しい 

プライバシーの問題であるため、病気や治療の見通し等の情報を本人に聞きづらい 

長期休業、休暇期間中の社会保険料の事業主負担分の支払いの負担が大きい 

従業員の処遇や復職可否の判断・配置等についての相談先がわからない 

その他 

特になし 

0 10 20 30

従業員ががんになった際、当該従業員の適正配置や雇用管理等で対応に苦慮

したこと（ｎ＝１２３：複数回答） 

「病気や治療に関する見通しがわからない」が最も多く２３社であった。 
病気や治療の見通しがわからないため、従業員の復職の可否について判断ができて
おらず、代替要員の確保等に影響したと推測される。従業員本人も病気や治療につ
いての見通しがわからない状況もあり、説明にも不十分さがあることや、本人への
配慮として病気のことを聞きにくさが法人としてあるようである。 
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企業の意識 

「相談先がわからず相談しなかった」が１２％であり、相談できる場所の周知が必
要である。 
産業医への相談が少なく、地域産業保健センターの周知が必要である。 
がん相談支援センターへの相談はなかった。病院に設置されているため、仕事の相
談ができるという認識は低い可能性があるため、啓蒙活動が必要である。 

19; 32% 

22; 37% 

7; 12% 

11; 19% 

対応に苦慮したことについて誰かに相談

したか（ｎ＝５９） 

相談した 

相談の必要性はな

く、相談しなかった 

相談先はわからず相

談しなかった 

無効・未回答 

3 
4 

0 
0 

4 
0 

5 
1 
1 

0 
4 

専属の産業医 

嘱託の産業医 

産業保健師 

産業看護師 

社会保険労務士 

福利厚生部門 

人事担当 

地域産業保健センター 

健康保険組合の産業保健スタッフ 

がん相談支援センター 

その他 

0 2 4 6

相談先（ｎ＝２２） 
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企業の意識 

７６社（２９％）が「必要性を強く感じている」と回答した。「どちらかというと
必要性を感じている」を合わせると、８４％の企業が必要性を感じていると回答し
た。 

76; 29% 

143; 55% 

30; 12% 

2; 1% 9; 3% 

病気にあった後も安心して働き続けられるよう、仕事と治療の両立が実現

できる職場づくりが必要になると思うか（ｎ＝２６０） 

必要性を強く感じている 

どちらかというと必要性を感

じている 

あまり必要性は感じていない 

必要性は全く感じていない 

無効・未回答 
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企業の意識 

93 
136 

9 
33 

71 
34 
32 

63 
3 
5 

15 

休業中の賃金支給等の金銭的な補償が困難 

代替職員の確保が困難 

管理職や従業員の理解が得られにくい 

具体的な支援の方法がわからない 

病気そのものや治療の内容、仕事への影響がわからない 

柔軟な職務制度の整備が困難 

治療の見通しや就業制限に関する情報の入手が困難 

長期間働けない従業員の社会保険料の事業主負担が大きい 

産業保健スタッフの雇用にかかるコスト負担が大きい 

その他 

特になし 

0 50 100 150

従業員の仕事と治療の両立が実現可能な職場づくりを進める上での課題 

（ｎ＝４９４：複数回答） 

「代替職員の確保が困難」が１３６社で最も多く、「休業中の賃金支給等の金銭的
な補償が困難」９３社、「病気そのものや治療の内容、仕事への影響がわからな
い」７１社、「長時間働けない従業員の社会保険料の事業主負担が大きい」６３社
などが多かった。 
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企業の取組 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

～9人(n=72) 

10～29人(n=98) 

30～49人(n=28) 

50～99人(n=19) 

100～299人(n=22) 

300人～(n=12) 

従業員の仕事と治療の両立が実現可能な職場づくりを進める上での課題

（従業員別分布（％）） 

休業中の賃金支給等の金銭的な補償が困難 

代替職員の確保が困難 

管理職や従業員の理解が得られにくい 

具体的な支援の方法がわからない 

病気そのものや治療の内容、仕事への影響がわからな

い 

柔軟な職務制度の整備が困難 

治療の見通しや就業制限に関する情報の入手が困難 

長期間働けない従業員の社会保険料の事業主負担が大

きい 

産業保健スタッフの雇用にかかるコスト負担が大きい 

その他 

100人未満の事業所では、「金銭的な補償と代替要員の確保が困難」、「代替職員
の確保」が上位であった。他の設問で「本人に聞きにくい」という回答がある一方
で、「治療の見通しなどの情報入手が困難」という回答は少ない。 
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（参考）県に求める情報や支援 

55 

113 

76 

12 

42 

61 

61 

37 

9 

4 

がんそのものや治療方法等の基本的な情報 

主に必要となる就業上の配慮 

他社での取り組み事例 

産業医等と産業保健スタッフとの連携方法 

従業員の受診医療機関との連携方法 

法人が相談できる相談窓口 

労働者が相談できる相談窓口 

国や秋田県における施策動向 

社内での普及啓発資料 

その他 

0 50 100 150
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（参考）がん相談支援センターの認知 

80 

9 

63 

16 

20 

43 

がん診療連携拠点病院等に設置されている 

がん相談支援センターは秋田県では１１か所ある 

がんの治療や医療費等について相談できる 

治療と仕事の両立について相談できる 

その病院にかかっていなくても相談できる 

誰でも無料で相談できる 

0 50 100
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調査結果 
 患者・家族 

 罹患により、家族を含めた働き方が変わり、半数の世
帯で収入が減少している。被雇用者である患者の半数近
くは、柔軟な働き方を支援する制度を活用している。 

 一方、患者の６割は就労継続を希望しているが、今の
社会が働き続ける環境にあると思う人は少ない。両立困
難な理由としては、体力・精神的な困難、代わりの人が
いないこと、収入の減少などが挙げられている。 

 医師 

 ７割が患者の就労状況を把握し、同じく７割が治療中
も可能な範囲での就労を勧め、８割が両立は患者のＱＯ
Ｌを向上させる、と考えている。 
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調査結果 
 企業 

 がん患者のいた企業は１／４あり、苦慮した点では、
病気や治療の見通しがつかないことや、代替職員の確保
が困難であることを挙げている。 

 両立できる職場づくりが必要との認識はあるが、代替
職員の確保や、仕事への影響がわからないこと、賃金や
社会保険料負担の重さに課題を感じている。 

 また、必要となる就業上の配慮や、他社の取組事例、
相談窓口に関する情報を求めている。 
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